
物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

本館構内防犯カメラ設備保守点
検

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

パナソニックシステム
ソリューションズジャ
パン株式会社
東京都中央区銀座
８－２１－１

3010001129215

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件は、パナソニックシステムネットワークス株式会社が一般競争
入札において落札し、平成25年3月19日付で契約を締結し、設置工事
を施工した設備の保守点検業務である。なお、同社は平成29年4月1日
に事業再編に伴う商号変更を行い、パナソニックシステムソリュー
ションズジャパン株式会社として業務を継承している。
　本件は、衆議院本館構内の防犯カメラ設備の性能、機能を原状又は
運用上支障がない状態まで回復させ、併せて耐久性を向上させること
を目的とする。
　本設備は、警備上のセキュリティに関わる設備の保守点検であり、
競争に付して公表することは、部外者に警備体制まで推測されるおそ
れがあり、衆議院の危機管理体制に重大な影響を与えかねない。
　また、構築時に衆議院独自の要求仕様に合わせ、設計・開発してお
り、製造者でなくては知り得ない固有技術をもって稼動しているた
め、保守点検に際しては、機器の構成・性能等を含む専門的かつ固有
技術を熟知している者が実施する必要がある。
　従って、本設備は稼動中の設備であることから、その実施に当たっ
ては限られた期間内、又は非常に短い時間の内で、設備全体の使用に
支障を来たすことなく、安全確実に履行できる者は、本設備を設計・
製造し、設置工事を施工した当該相手方以外にはない。
　以上の理由によりパナソニックシステムソリューションズジャパン
株式会社と随意契約を行うものである。

- 7,040,000 - -

警備用・防災用無線設備保守点
検

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

スイス通信システム株
式会社
東京都江東区東陽
５－２８－６

5040001003497

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件は、スイス通信システム株式会社が一般競争入札において落札
し、平成23年10月31日付で契約を締結し、設置工事を施工した設備の
保守点検業務である。
　本件は、電波法令の基準に基づき無線設備の機能を常に正常な状態
を保持し、かつ、その機能が発揮しうるよう適正で計画的な点検を行
うとともに、年間を通じ、突発的な障害排除等の即時対応を実施し、
安全な警備体制及び防災体制を確保することを目的としている。
　本設備は、警備上のセキュリティに関わる設備の保守点検であり、
競争に付して公表することは、部外者に警備体制まで推測されるおそ
れがあり、衆議院の危機管理体制に重大な影響を与えかねない。
　また、製造者でなくては知り得ない固有技術をもって制御されてい
るため、点検整備に際して、不具合が発見された場合における臨機の
措置は、機器の構成・性能等を含む専門的かつ固有技術を熟知してい
る者でなければ実施できない。
　当該相手方は、本設備の構築の際に実際に施工・設置を実施し、事
務総長の代理人として総務省への法定事務手続を代行して本設備の構
成等も熟知している。したがって、本契約の目的を安全確実に履行で
き、万一の臨機対応が可能なのは当該相手方以外にない。
　以上の理由によりスイス通信システム株式会社と随意契約を行うも
のである。

- 1,837,000 - -

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

令和２年度営繕積算システムＲ
ＩＢＣ２賃貸借

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

一般財団法人建築コス
ト管理システム研究所
東京都港区西新橋
３－２５－３３

4010405010399

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
 （一財）建築コスト管理システム研究所は、公共建築のコスト管理
のあり方に関して、経済社会の動向や技術の進展に対応した調査研究
及び開発等を行い公共建築のコスト管理システムの近代化を推進する
ことを目的に設立され、公共建築の積算等に関して高度な専門知識を
持つ人材を有する研究所である。
  同研究所の「営繕積算システムＲＩＢＣ2」は、各府省庁の統一基
準である「公共建築工事積算基準」、「公共建築工事共通費積算基
準」、「公共建築工事標準単価積算基準」及び「公共建築工事内訳書
標準書式」に基づく積算システムで、特に複合単価においては、毎年
行われる標準歩掛りの改定及び市場単価の追加に的確に対応してい
る。また、間違いのない確実な計算及び高い機密性を保持するなど公
共建築工事の積算においてその使用に耐えうる性能を有する唯一の積
算システムである。
  なお、同システムは、国土交通省、各都道府県及び政令指定都市で
構成されている「営繕積算システム等開発利用協議会」の意向を基に
同研究所が開発し、著作権を有して、システムの賃貸借及びサポート
については同研究所のみが行っている。

- 1,793,440 - -

平成２７年度衆議院LAN用サーバ
機器一式借入

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件の原契約は、平成27年10月28日付契約の「平成27年度衆議院
LAN用サーバ機器一式借入」であり、当該相手方と機器等の賃貸借及
び保守の契約締結を行った。
　原契約は、借入期間が4年間となっており、令和元年12月24日に借
入期間が満了したが、継続使用を行うため、同年12月25日に再リース
契約を行い、令和2年3月31日まで借入期間を延長している。
　本件は、令和２年度も継続使用を行うため、引き続き機器を借入す
るものであり、競争を許さないことから、随意契約を行うものであ
る。

- 58,117,018 - -

衆議院インターネット審議中継
システム機器等一式(平成２４・
２５・２７年度更改)

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　原契約として、「衆議院インターネット審議中継システム機器一式
（平成24年度更改）」の案件にて、当該相手方と借入期間4年間を前
提とした機器等の賃貸借の契約締結を平成24年11月8日付で行った。
　上記の借入期間は、平成29年1月7日までであったが、引き続き継続
使用を行うため、再リースを行った。
　同じく原契約として「衆議院インターネット審議中継システム機器
一式（平成25年度更改）」の案件にて、当該相手方と機器等の保守の
契約締結を平成25年10月29日付で行った。
　上記の保守期間は、平成26年3月31日までであったが、引き続き継
続使用を行うため、再保守を行った。
　同じく原契約として「平成２７年度衆議院インターネット審議中継
システム機器一式借入」の案件にて、当該相手方と借入期間4年間を
前提とした機器等の賃貸借及び保守の契約締結を平成27年10月16日付
で行った。
　上記の借入期間は、令和元年12月10日までであったが、引き続き継
続使用を行うため、再リースを行った。
　全案件において継続使用を行うため、令和2年4月1日から令和3年3
月31日まで引き続き再リース及び再保守を行う。
　令和2年度においても機器を継続して借入するものであって、競争
を許さないことから、随意契約を行うものである。

- 41,862,603 - -



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

国家公務員カード等発行管理・
入退管理システムの機器等賃貸
借

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

東京センチュリー株式
会社
東京都千代田区神田練
塀町
３

6010401015821

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
 本件は、平成27年5月22日に一般競争入札を行った「国家公務員カー
ド等発行管理・入退管理システムの構築及び機器等賃貸借」において
落札した当該相手方と、同日付で契約締結した当初契約の機器を継続
して借入するものであって、競争を許さないことから、随意契約を行
うものである。
　当初契約の借入期間は平成27年10月1日から平成31年9月30日までで
あり、令和元年10月1日から令和2年3月31日まで再リースを行った
が、継続して使用する必要があるため再リースを行う。

- 1,804,286 - -

分館第十二・第十三委員室テレ
ビ中継用カメラ装置一式賃貸借

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

三井住友トラスト・パ
ナソニックファイナン
ス株式会社
東京都港区芝浦
１－２－３

1010001146146

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
 本件は、分館第十二・第十三委員室テレビ中継用カメラ装置の借入
期間4年を前提として、平成27年9月15日に一般競争入札において落札
した当該相手方と、同日付で契約締結した当初契約の機器を継続して
借入するものであって、競争を許さないことから、随意契約を行うも
のである。
　当初契約の借入期間は令和2年1月12日をもって終了しているが、継
続して使用する必要があるため再リースを行う。

- 1,203,048 - -

本館第二・第四委員室テレビ中
継用カメラ装置一式借入

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

パナソニックシステム
ソリューションズジャ
パン株式会社
東京都中央区銀座
８－２１－１

3010001129215

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件は、平成21年1月14日に一般競争入札において落札したパナソ
ニックシステムソリューションズジャパン株式会社と、借入期間5年
間を前提として、同年1月19日付で契約締結した当初契約の機器を継
続して借入するものであって、競争を許さないことから、随意契約を
行うものである。
　なお、パナソニックシステムソリューションズジャパン株式会社
は、平成25年3月1日付で関連会社を吸収合併し、社名をパナソニック
システムネットワークス株式会社へと変更し、その後、平成29年4月1
日に社名をパナソニックシステムソリューションズジャパン株式会社
と変更している。
　当初契約の借入期間は平成26年2月12日をもって終了しているが、
継続して使用する必要があるため再リースを行う。

- 1,490,424 - -

本館第三・第五委員室テレビ中
継用カメラ装置一式借入

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

日立キャピタル株式会
社
東京都港区西新橋
１－３－１

6010401024970

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件は、本館第三・第五委員室テレビ中継用カメラ装置の借入期間
5年間を前提として、平成19年12月21日に一般競争入札において落札
した当該相手方と、同年12月26日付で契約締結した当初契約の機器を
継続して借入するものであって、競争を許さないことから、随意契約
を行うものである。
　当初契約の借入期間は平成25年2月7日をもって終了しているが、継
続して使用する必要があるため再リースを行う。

- 1,347,500 - -

通信抑止装置レンタル業務等一
式

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日
株式会社テレ・ポーズ
東京都中央区日本橋久
松町１１－６

9010001182588
会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号

- 2,904,000 - -



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

特殊電話交換設備保守点検

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日
沖電気工業株式会社
東京都港区芝浦
４－１０－１６

7010401006126

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本業務は、本院構内に設置してある特殊電話交換設備が常に正常な
状態を保持し、かつ、その機能を発揮しうるよう保守点検を行うもの
である。
　同設備が故障による停止又は重大な機能低下を引き起こした場合の
影響に鑑み、遠隔障害監視を行い、迅速な対応を可能としている。
　本業務の保守・監視対象となる交換設備は、議員の活動、国会事
務、議事運営、警備連絡用等の多用途に使用されており、ひとたび障
害が発生すると本院内はもとより、各関係機関に対する影響は大きな
ものとなる。そのため、適正で計画的な保守点検を実施することによ
り、その機能を維持するとともに、設備の状態を正しく捉え、障害の
発生をできるだけ早期に予知、検知し、適切な保全を行う必要があ
る。さらには、突発的な故障による停止又は重大な機能低下に対し
て、必要部材の調達までをも含めた、迅速な対応が要求される。これ
らの対応は、必須の要求である。
　本設備は用途別の複数の交換機で構成され、各交換機において本院
独自の仕様が施されており、かつ、交換機間・付属機器間での連携制
御及び中央制御部等において、製造者特有の性能・機能・固有制御技
術も組み込まれており、これら技術的な特殊要素を含めた的確な判断
を要求している。
　当該相手方は、本業務対象交換機全ての製造者であり、要求仕様の
確保、的確な設備診断の確保、迅速性の確保ができ、業務を円滑かつ
適切に遂行できる。従って本業務については本設備に精通し、その技
術的システムを構築している製造者である当該相手方と契約する必要
がある。

- 8,262,100 - -

分館第十五・第十六委員室テレ
ビ中継用カメラ装置一式借入

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

みずほ東芝リース株式
会社
東京都港区虎ノ門
１－２―６

4010701026198

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件は、分館第十五・第十六委員室テレビ中継用カメラ装置の借入
期間4年間を前提として、当該相手方と平成23年9月28日付で契約締結
した当初契約の機器を継続して借入するものであって、競争を許さな
いことから、随意契約を行うものである。
  当初契約の借入期間は平成27年11月30日をもって終了しているが、
継続して使用する必要があるため再リースを行う。

- 1,887,600 - -

衆議院パソコン等情報端末機器
整備業務

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年4月1日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　衆議院ＬＡＮには、本院の重要な業務システムが複数稼動してお
り、また、情報公開や情報収集に用いるインターネット回線が接続さ
れているため、安全で確実な稼働が求められている。本業務は、衆議
院ＬＡＮと接続するパソコン等情報端末機器を、議員の退職及び各会
派の異動並びに職員の人事異動等に伴い、増設・移設・撤去等の整備
を行うものである。
　衆議院ＬＡＮの安全で確実な稼働のためには、本業務における端末
設定において、ADの識別情報や個別アプリケーションの設定、OSやア
プリケーションのパッチの適用状況等について、衆議院ＬＡＮ総合運
用管理業務（以下「総合業務」という。）におけるネットワークや機
器の設定と厳密に整合性を取りながら業務を実施していく必要があ
る。また、本システムの重要性に鑑み、総合業務では、障害発生時に
際し、臨機に措置し、即時対応する事が必須であり、本業務にも、総
合業務との連携が必須とされる。
　そのため、本院のネットワーク設定やセキュリティ設定及び本院の
制度・事情などの制約条件を熟知した総合業務の受託者と同一の者
が、本業務を実施する必要があり、本業務を確実にかつ安全に履行で
きる者は、当該相手方以外にはなく、随意契約を行うものである。

- 9,200ほか - -
単価契約

3,526千円



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

副議長公邸外非常警報・ＩＴＶ
設備点検整備

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年5月20日
東京通信電設株式会社
東京都港区新橋
５－３５－１０

4010401020815

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件は、ルミナス・インジケーター株式会社及び東京通信電設株式
会社が設置工事を施工した設備の点検整備業務である。なお、ルミナ
ス・インジケーター株式会社は平成17年5月に社業の整備と改善のた
め、請負業務の全権を東京通信電設株式会社に委託している。
　副議長公邸非常警報設備：平成7年設置　ルミナス・インジケー
ター（株）
　件名：副議長公邸正門ほか通報装置取設その他工事
　副議長公邸ＩＴＶ設備：平成14年設置　ルミナス・インジケーター
（株）
　件名：副議長公邸非常警報監視設備増改設工事
　青山議員宿舎非常警報設備：平成8年設置　ルミナス・インジケー
ター（株）
　件名：青山議員宿舎非常通報設備ほか改修工事
　青山議員宿舎防犯カメラ設備：平成15年設置　東京通信電設（株）
　件名：青山議員宿舎防犯カメラ設置工事
　本業務は、衆議院副議長公邸及び青山議員宿舎の非常警報設備･Ｉ
ＴＶ設備の性能、機能を原状または運用上支障がない状態まで回復さ
せ、併せて耐久性を向上させることを目的とする。
　本設備は、警備上のセキュリティに関わる設備の点検業務であり、
競争に付して公表することは、部外者に警備体制まで推測されるおそ
れがあり、衆議院の危機管理体制に重大な影響を与えかねない。
　また、構築時に衆議院独自の要求仕様に合わせ、設計・開発してお
り、製造者でなくては知り得ない固有技術をもって稼動しているた
め、点検業務に際しては、機器の構成・性能等を含む専門的かつ固有
技術を熟知している者が実施する必要がある。
　従って、本設備は稼動中の設備であることから、その実施に当たっ
ては限られた期間内、又は非常に短い時間の内で、設備全体の使用に
支障を来たすことなく、安全確実に履行できる者は、本設備を設計・
製造し、設置工事を施工した当該相手方以外にはない。
　以上の理由により東京通信電設株式会社と随意契約を行うものであ
る。

- 1,485,000 - -

衆議院インターネット審議中継
システム機能増強

支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長庶務
部会計課長事務取扱
白藤　知木
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年6月22日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　衆議院インターネット審議中継システム(以下、「本システム」と
いう。)は、国会審議テレピ中継映像をエンコードすることで、利用
者がPC等によってリアルタイムで視聴することを可能とし、あわせて
過去の審議映像を利用者の希望に応じて提供するビデオ・オン・デマ
ンド機能も備えたものである。
本業務は、本システムにおける機器の一部を更改するとともに、暗号
化通信を用いて安全にコンテンツを閲覧できるようにするための機能
改修等を目的としている。その際、従来のサーピスレベルを落とすこ
となく各種機器の設定変更を行うのであるが、その作業範囲は新規及
び既存システムが混在しているため、切り替えにおいては互換性・連
携性を十分考慮した上で作業を行う必要がある。また、本システムは
リアルタイム性が求められることから常時安定した稼働が必須であ
り、基本的に現行サービスの提供を停止できないため、既設システム
の運用を行いながらの検証及び構築並びに移行作業が不可欠である。
さらに、万一障害が発生した場合を想定すると、迅速に切り分けを行
い短時間で復旧させるためには、十分な経験と技術を有していること
が求められる。
　したがって、本業務は、本システムの構築を行い、その設計思想、
構成及び環境等を熟知している当該業者が実施する必要がある。

- 66,999,900 - -



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

ポリ塩化ビフェニル廃棄物（特
別管理産業廃棄物）処理業務

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年8月28日

中間貯蔵・環境安全事
業株式会社
東京都港区芝
１－７－１７

2010401053420

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本業務は、本院で保管・管理している高濃度ＰＣＢ（ポリ塩化ビ
フェニル）を含有した安定器等・汚染物を、「ポリ塩化ビフェニル廃
棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（以下、「ＰＣＢ特別措
置法」という。）」に基づき処理を行うものである。
　当該処理に当たっては、「ＰＣＢ特別措置法」で示す、都道府県等
が定めた「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」に基づき行う必要が
ある。
　東京都が定めている「東京都ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」
の第１章第５項においては、高濃度ＰＣＢ廃棄物のうち、安定器等・
汚染物の処分先としてＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ廃棄物処理施設のみを
規定していることから、法令等の規定により、当該業者は当該処理を
行うことができる唯一の業者である。
　以上の理由により中間貯蔵・環境安全事業株式会社と随意契約を行
うものである。

- 73,524,836 - -

衆議院国家公務員カード（２次
発行済みカード）の調達

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年9月1日

株式会社富士通マーケ
ティング
東京都港区港南
２－１５－３

5010001006767

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
 衆議院国家公務員カード等発行管理・入退管理システムは、平成27
年5月22日に東京センチュリーリース㈱と賃貸借契約を締結し、下請
負契約を承認した㈱富士通マーケティングが本院の独自仕様を実装し
て構築したシステムを使用している。
　本業務で調達する衆議院国家公務員カード（２次発行済みカード）
は上記システムにおいて制御できる唯一のカードであり、かつ当該シ
ステムは入退管理のセキュリティ上第三者に技術情報を開示すること
はできない。
　したがって、衆議院国家公務員カード（２次発行済みカード）の調
達をするためには、衆議院国家公務員カード等発行管理・入退管理シ
ステムを構築した㈱富士通マーケティングと契約する必要がある。

- 7,931,000 - -

衆議院ＬＡＮシステムの機能増
強

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年10月26日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本業務は、衆議院ＬＡＮの基幹部分を構成する衆議院ＬＡＮデータ
アクセスシステムの機能を増強するものであり、その設計・構築に当
たっては、既存のサーバ機器類やシステム等との連携や一元的な管理
等を考慮する必要がある。また、衆議院ＬＡＮデータアクセスは、衆
議院ＬＡＮ用パソコンやセキュリティシステム等、衆議院ＬＡＮを構
成する様々な機器類やシステム等とも密接に関連しており、トラブル
を未然に防止するためには、衆議院ＬＡＮの運用管理業務とも密に連
携を図った上で本業務を実施する必要がある。
　さらに、衆議院ＬＡＮは、国会議員の活動をサポートするための
サービス提供も担っているため、作業に当たり提供サービスを停止す
ることには厳しい制約があり、既存システムへの影響を最小限に抑え
つつ、順次切り替えを行うことが求められる。
　したがって、本業務は、衆議院ＬＡＮ及び衆議院ＬＡＮデータアク
セスシステムの構築及び運用を行い、その構成及び設定等を熟知して
いる当該業者が実施する必要がある。

- 278,300,000 - -

衆議院職員テレワークシステム
構築業務

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年10月27日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本業務は、衆議院ＬＡＮにテレワークシステムを付加しようとする
ものであり、その設計・構築に当たっては、調達した機器に対して既
存のサーバ等との連携や一元的な管理を考慮した設計等を行う必要が
ある。また、作業に当たっては、衆議院ＬＡＮが国会における議員の
活動をサポートするためのサービスを提供する点に鑑みると、提供
サービスを停止させることには厳しい制約があり、既存システムへの
影響を最小限に抑えつつ構築を行うことが必須となる。
　さらに、テレワークシステムの軽率な設計・構築は、外部からの攻
撃を可能にしうる脆弱性を招きかねないことから、セキュリティに十
分配慮した上で、既存システムとの連携を図る必要がある。
　したがって、本業務は、衆議院ＬＡＮ及び衆議院ＬＡＮデータアク
セスシステムの構築及び運用を行い、その構成、設定及びセキュリ
ティシステム等を熟知している当該業者が実施する必要がある。

- 34,430,000 - -



物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

議長公邸防犯カメラ設備点検整
備

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年11月11日

ＮＥＣネッツエスアイ
株式会社
東京都文京区後楽２-
６-１

6010001135680

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件はＮＥＣネッツエスアイ株式会社が一般競争入札において落
札、平成27年11月13日付で契約を締結し、設置工事を施工した設備の
点検整備業務である。
　本件は、対象設備の性能、機能を原状または運用上支障がない状態
まで回復させ、併せて耐久性を向上させることを目的とし、実施する
ものでである。
本設備は、警備上のセキュリティに関わる設備の点検整備であり、競
争に付して公表することは、部外者に警備体制まで推測されるおそれ
があり、衆議院の危機管理体制に重大な影響を与えかねない。
　また、構築時に衆議院独自の要求仕様に合わせ、設計・開発してお
り、製造者でなくては知り得ない固有技術をもって稼動しているた
め、保守点検に際しては、機器の構成・性能等を含む専門的かつ固有
技術を熟知している者が実施する必要がある。
　従って、本設備は稼動中の設備であることから、その実施に当たっ
ては限られた期間内、又は非常に短い時間の内で、設備全体の使用に
支障を来たすことなく、安全確実に履行できる者は、本設備を設計・
製造し、設置工事を施工した当該相手方以外にはない。
　以上の理由により、ＮＥＣネッツエスアイ株式会社と随意契約を行
うものである。

- 2,145,000 - -

特高受変電設備点検整備業務

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年12月2日

東京電設サービス株式
会社
東京都台東区東上野６
-２-１

7010401020696

会計法第29条の3第5項
予算決算及び会計令第99条の2
競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者が
ないとき

- 5,610,000 - -

平成２８年度衆議院システム用
セキュリティ関連機器一式借入
（再リース）

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年12月8日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　原契約として、「平成２８年度衆議院システム用セキュリティ関連
機器一式借入」の案件にて、当該相手方と借入期間４年間を前提とし
た機器等の賃貸借の契約締結を平成２８年１０月１４日付で行った。
　本案件について継続使用を行うため、令和２年１２月９日から令和
３年３月３１日まで引き続き再リース及び再保守を行う。
　令和２年度においても機器を継続して借入するものであって、競争
を許さないことから、随意契約を行うものである。

- 5,230,322 - -

平成２８年度衆議院インター
ネット審議中継システム機器一
式借入（再リース）

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和2年12月15日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　原契約として、「平成２８年度衆議院インターネット審議中継シス
テム機器一式借入」の案件にて、当該相手方と借入期間４年間を前提
とした機器等の賃貸借の契約締結を平成２８年１０月２５日付で行っ
た。
　本案件について継続使用を行うため、令和２年１２月１６日から令
和３年３月３１日まで引き続き再リース及び再保守を行う。
　令和２年度においても機器を継続して借入するものであって、競争
を許さないことから、随意契約を行うものである。

- 7,262,380 - -
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衆議院無線ＬＡＮシステム議員
会館会議室用設置運用業務

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和3年1月8日

エヌ・ティ・ティ・コ
ミュニケーションズ株
式会社
東京都千代田区大手町
２－３―１

7010001064648

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本業務は、衆議院無線ＬＡＮシステムとして、衆議院本館、分館、
第一議員会館、第二議員会館、第二別館に通信事業者を問わない無線
ＬＡＮ環境を整備し、議会運営に係る調査等を行う利用者を対象にイ
ンターネット接続環境を提供し、利便性の向上を図るとともに、緊急
時においても有効に活用できる通信手段を確保するものであるが、今
般新たに第一議員会館及び第二議員会館の各共用会議室へ整備の拡充
を行うものである。
　その拡充に当たっては、同システムへの接続方式が一部独自に開発
されているほか、本院専用の設定を行っており、本院独自のパスワー
ドやＩＤ管理にてセキュリティと利便性を両立させているため、それ
らを考慮しながら品質基準を満たす必要がある。
　また、同システムは平成２８年度から当該相手方と機器を含むシス
テム及び回線の提供並びに管理・保守運用を一式として契約している
が、無線ＬＡＮ環境の拡充計画の策定や、不正利用の監視のために、
接続状況や通信ログの監視・管理報告、セキュリティ確保のための一
定頻度におけるパスワードの変更等も併せて行っている。
　さらに、同システムにおいて、保守運用体制は２４時間３６５日の
窓口対応を要求しており、あらゆる障害・問い合わせについて一元化
している。これにより、障害等でも迅速な事態収束を行い、再発防止
策を講じる事で、利用者へのサービス品質を向上させているととも
に、持続可能なサポート体制が確保されている。
　なお、本年１１月２４日、議院運営委員会理事会決定「ＩＣＴ活用
の推進等に関する申合せ」において、事務局に対しWi-Fi環境の整備
促進の指示がなされたことから、本業務においても速やかな実施が求
められているところである。
　以上の理由により、本業務は、同システムの構築及び管理・保守・
監視を行い、その構成及び設定等を熟知している当該業者が実施する
必要がある。

- 4,290,000 - -

平成２８年度衆議院ＬＡＮ用
サーバ機器一式借入（再リー
ス）

支出負担行為担当官
衆議院庶務部会計課長
奥川　陽一
東京都千代田区永田町
１－７－１

令和3年1月22日

東日本電信電話株式会
社
東京都港区港南
１－９－１

8011101028104

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第102条の4第三号
　本件の原契約は、平成２８年１１月２８日付契約の「平成２８年度
衆議院ＬＡＮ用サーバ機器一式借入」であり、当該相手方と機器等の
賃貸借及び保守の契約締結を行った。原契約の契約期間は４年間と
なっており、令和３年１月２２日に満了する。
　本件は、今年度末まで継続使用を行うため、引き続き機器を借入す
るものであり、競争を許さないことから、随意契約を行うものであ
る。

- 6,355,978 - -


